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はじめに 
当社、また当グループは（以下「当社」といいます。）、すべてのお客様に対し、誠実かつ公
正な対応を心がけるとともに、従業員一人ひとりが尊重され、安全で働きやすい職場環境の
実現を目指しています。 
近年、お客様等からの著しい迷惑行為、いわゆる「カスタマーハラスメント」が社会的な問
題となっており、従業員の尊厳を傷つけ、心身の健康に悪影響を及ぼし、ひいては職場環境
の悪化を招くものです。 
本指針は、カスタマーハラスメントを未然に防止し、万が一発生した場合に適切に対処する
ことで、従業員を守り、健全な事業運営を継続することを目的とします。 
当社は、カスタマーハラスメントに対して毅然とした態度で臨み、従業員が安心して業務に
従事できる環境整備に努めます。 
 
第 1 章 総則 

1. 目的 
本指針は、当社におけるカスタマーハラスメントの発生を防止し、発生した場合の
対応について定めることにより、従業員の安全と健康を確保し、働きやすい職場環
境を維持することを目的とします。 

2. 定義 
(1) カスタマーハラスメント 
顧客、取引先、その他の関係者（以下「顧客等」といいます。）による、従業員に対
する以下の行為その他これらに類する行為であって、業務の適正な範囲を超えて行
われるもの、または従業員の就業環境を害するものをいいます。 
これには、対面だけでなく、電話、メール、SNS、手紙等の手段によるものも含ま
れます。 

(2) 具体的な行為類型（例示） 
o 身体的な攻撃：暴行、傷害など 
o 精神的な攻撃：脅迫、侮辱、名誉棄損、暴言、威圧的な言動、執拗な非難、

人格を否定するような言動など 
o 過大な要求：社会通念上不相当なサービス提供の要求、金銭の不当な要求、

土下座の強要、実現不可能な要求の繰り返しなど 
o 時間的拘束を伴う行為：⻑時間の拘束、執拗な電話や居座りなど 



o プライバシー侵害行為：個人情報に関する不必要な詮索、SNS 等での誹謗中
傷、つきまとい行為など 

o セクシュアルハラスメント：性的な言動、わいせつな行為など 
o その他：従業員個人への攻撃や要求、差別的な言動、業務妨害行為など 

(3) 正当なクレームとの区別 
商品やサービス等に関するお客様からの正当なご意見、ご要望、お問い合わせ、苦情等（以
下「正当なクレーム等」といいます。）は、カスタマーハラスメントとは異なります。当社
は、正当なクレーム等に対しては真摯に対応し、サービス向上に努めます。 
ただし、正当なクレーム等の範囲を逸脱し、上記(2)に掲げるような行為に該当する場合は、
カスタマーハラスメントとして対応します。 

3. 適用範囲 
本指針は、当社のすべての役員、正社員、契約社員、嘱託社員、パートタイマー、
当社の業務に従事するすべての人（以下「従業員」といいます。）に適用されます。 

第 2 章 企業（組織）の責務 
1. 基本方針の明確化と周知・啓発 

当社は、カスタマーハラスメントを許さないという基本方針を明確にし、本指針の
内容を全従業員に周知徹底するとともに、顧客等に対しても、ホームページや店頭
掲示等により、当社の姿勢を表明します。 

2. 相談体制の整備 
(1) 相談窓口を設置し、従業員が安心して相談できる体制を整備します。 
(2) 相談窓口の担当者は、相談者のプライバシーを厳守し、相談内容に応じて適切
なアドバイスや支援を行います。 
(3) 相談窓口の連絡先や利用方法を全従業員に周知します。 

3. 事後の迅速かつ適切な対応 
カスタマーハラスメントが発生した場合、またはその疑いがある場合は、事実関係
を迅速かつ正確に調査し、被害を受けた従業員の保護を最優先に、加害者である顧
客等に対して厳正に対処します。 

4. 被害者への配慮 
被害を受けた従業員に対し、メンタルヘルスケアを含む必要な支援を行うとともに、
状況に応じて就業場所の変更や休職等、柔軟な対応を検討します。 

5. 再発防止措置 
カスタマーハラスメントの事案が発生した場合は、その原因を分析し、再発防止策
を講じます。これには、研修内容の見直し、対応マニュアルの改善、職場環境の整
備等が含まれます。 

6. プライバシー保護及び不利益取扱いの禁止 
相談者、調査協力者等のプライバシーは厳守し、相談したこと、事実関係の確認に



協力したこと等を理由として、不利益な取り扱いを行いません。 
第 3 章 従業員の役割と対応 

1. カスタマーハラスメントを受けた場合の対応 
(1) 初期対応 
* まず自身の安全を確保し、冷静に対応することを心がけます。 
* 相手の言動に引きずられず、可能な範囲で丁寧な言葉遣いを保ちます。 
* 一人で対応せず、上司や同僚に助けを求め、複数名で対応するように努めます。 
* 相手の言動、日時、場所、具体的な要求内容、対応状況等を詳細に記録します（録
音・録画が可能な場合は、相手に断った上で行うことが望ましいですが、身の危険
を感じる場合は自身の判断を優先します）。 
* 不当な要求や威圧的な言動に対しては、毅然とした態度で対応し、安易な謝罪や
約束は避けます。 
(2) 上司・相談窓口への報告・相談 
* 速やかに上司または相談窓口に報告し、指示を仰ぎます。些細なことと感じても、
遠慮なく相談してください。 

2. 周囲でカスタマーハラスメントを見聞きした場合の対応 
同僚がカスタマーハラスメントを受けているのを見聞きした場合は、見て見ぬふり
をせず、被害を受けている同僚をサポートし、上司や相談窓口に報告するなどの協
力をお願いします。 

3. 研修への参加 
当社が実施するカスタマーハラスメントに関する研修等に積極的に参加し、知識と
対応スキルを習得するよう努めます。 

第 4 章 管理職の役割と責務 
1. 職場環境への配慮 

管理職は、日頃からカスタマーハラスメントが発生しにくい、風通しの良い職場環
境づくりに努めます。 

2. 相談への対応 
部下からカスタマーハラスメントに関する相談を受けた場合は、真摯に耳を傾け、
迅速かつ適切に対応します。被害を受けた部下の心身の状況に配慮し、必要な支援
を行います。 

3. ハラスメント発生時の迅速・適切な対応 
カスタマーハラスメントが発生した場合は、速やかに事実関係を確認し、被害者の
保護を最優先に、会社の方針に基づき組織として対応します。必要に応じて、上位
の管理職や関係部署と連携します。 

第 5 章 相談・苦情への対応 
1. 相談窓口 



(1) 相談窓口：03-3249-2011 
(2) 連絡先：https://carbell.co.jp/contact  
(3) 相談方法：電話、メール、面談など 

2. 相談対応の流れ 
(1) 受付：相談者から状況を聴取します。 
(2) 事実確認：相談者の了解を得た上で、関係者へのヒアリング等を行い、事実関係
を調査します。 
(3) 対応策の検討・実施：調査結果に基づき、被害者への支援、行為者（顧客等）へ
の対応、再発防止策等を検討し、実施します。 
(4) フォローアップ：対応後も、相談者の状況を適宜確認し、必要なフォローアップ
を行います。 

3. プライバシーの保護 
相談者のプライバシーは厳守され、相談内容が本人の許可なく第三者に開示される
ことはありません。ただし、法令に基づく場合や、本人または第三者の生命・身体
に危険が及ぶ可能性がある場合はこの限りではありません。 

第 6 章 ハラスメント発生時の対応 
1. 事実関係の確認 

カスタマーハラスメントの報告があった場合、担当部署は速やかに事実関係の調査
を行います。調査は、中立公正な立場で行い、関係者のプライバシーに配慮します。 

2. 被害者への支援 
(1) 被害者の安全確保を最優先します。 
(2) 必要に応じて、産業医や専門機関によるメンタルヘルスケアの機会を提供しま
す。 
(3) 被害者の意向を尊重し、配置転換や休暇取得等の措置を検討します。 
(4) 労災申請手続き等のサポートを行います。 

3. 行為者（顧客等）への対応 
事実確認の結果、カスタマーハラスメント行為が認められた場合、当社は以下の対
応を段階的に、または状況に応じて組み合わせて行います。 
(1) 注意・警告：行為者に対し、当該行為がカスタマーハラスメントに該当する旨を
伝え、中止を求め、場合によっては書面による警告を行います。 
(2) サービス提供の拒否：警告にもかかわらず行為が繰り返される場合、または行為
が悪質な場合は、サービス提供の中止や契約の解除を検討します。 
(3) 退去要求：店舗等において迷惑行為が継続する場合は、退去を求めます。 
(4) 警察等への通報・法的措置：暴行、脅迫、器物損壊、業務妨害など、犯罪行為に
該当する可能性がある場合、または従業員の安全が脅かされると判断した場合は、
速やかに警察に通報します。また、損害賠償請求等の法的措置を検討します。 



4. 組織としての対応 
カスタマーハラスメントへの対応は、従業員個人に任せるのではなく、組織として
対応します。必要に応じて、弁護士等の専門家と連携します。 

第 7 章 再発防止のために 
1. 事例の収集・分析 

発生したカスタマーハラスメントの事例を（個人情報に配慮しつつ）収集・分析し、
対応策の改善や予防策の検討に役立てます。 

2. 研修の実施 
全従業員を対象に、カスタマーハラスメントに関する知識、予防策、発生時の対応
方法等についての研修を定期的に実施します。管理職に対しては、より専門的な対
応スキル向上のための研修を実施します。 

3. 啓発活動 
社内報、ポスター、イントラネット等を活用し、カスタマーハラスメント防止の重
要性について継続的に啓発活動を行います。 

第 8 章 周知 
1. 従業員への周知 

本指針は、全従業員がいつでも閲覧できるよう、社内イントラネットへの掲載、書
面での配布、研修時の説明等の方法により周知します。 

2. 顧客等への周知 
当社のカスタマーハラスメントに対する基本姿勢については、ホームページへの掲
載、事業所内への掲示等、適切な方法により顧客等に対しても周知を図ります。 
（例：店頭に「お客様へのお願い お客様からの著しい迷惑行為（カスタマーハラス
メント）については、従業員保護の観点から、当社の指針に基づき対応させていた
だきます」等の掲示） 

附則 
1. 本指針は、令和 7 年 6 月 1 日より施行します。 
2. 本指針は、社会情勢の変化や関連法令の改正等に応じて、適宜見直しを行います。 


